
出典：厚生労働省「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」

資料３

1



出典：厚生労働省「ジェネリック医薬品の使用促進に向けて」
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出典：厚生労働省「最近の調剤医療費（電算処理分）の動向」
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【京都府の後発医薬品使用促進に係る取組み状況】

平成21年より後発医薬品使用促進事業を開始し、主に以下の取組みを実施

１ 後発医薬品の使用促進に資する有識者による検討会の設置・運営

平成21年度、京都府後発医薬品安心使用対策協議会を設置し、

後発医薬品の使用促進に係る取組み等を検討し、後発医薬品の安心
使用のための情報交換や取組みについて協議等を実施。

（構成委員）
学識経験者、医療関係、医療保険関係、行政関係（7団体）

平成30年度以降は、重点使用促進強化事業の重点地域に指定され

たため、有識者を増やし、更に広く意見を募るため、「後発医薬品
安心使用に係る意見交換会」として実施。

（構成メンバー）
学識経験者、医療関係、医療保険関係、行政関係に加えて、
病院関係、介護関係、製薬関係（13団体）
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分野 所属

学識経験者 京都薬科大学

医療・介護関係 一般社団法人京都府医師会

医療・介護関係 一般社団法人京都府歯科医師会

医療・介護関係 一般社団法人京都府薬剤師会

医療・介護関係 公益社団法人京都府看護協会

医療・介護関係 京都府訪問看護ステーション協議会

医療・介護関係 公益社団法人京都府介護支援専門員会

病院関係 一般社団法人京都府病院協会

病院関係 一般社団法人京都私立病院協会

医療保険関係 京都府国民健康保険団体連合会

医療保険関係 京都府後期高齢者医療広域連合

医療保険関係 全国健康保険協会京都支部

製薬関係 日本ジェネリック製薬協会

【参考】意見交換会参加者
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２ 啓発活動

平成21年度より、主に次のような啓発を継続的に行い、京都府民に対して
後発医薬品の安心使用に係る情報発信を行っている。

・ 啓発資材（クリアファイル、アルコールジェル、漫画等）の

作成（平成28年度～）

・ FM京都でのラジオ放送（平成28年度～）

・ YouTubeによる動画（令和2年度～）

・ 公共交通機関でのデジタルサイネージ

放映（令和４年度）
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３ 薬剤師会への委託による後発医薬品使用促進に係る各種取組み

薬剤師会へ、啓発資材の作成及び向け講座の実施を委託。

平成30年からは上記重点地域に指定され、地域問題点の調査・分析を
実施するため、以下の調査を薬剤師会に併せて委託。

【平成30年度】

保険薬局の後発医薬品の使用促進課題を把握する目的での実態調査

→ 後発医薬品調剤体制加算の届出がない薬局数の割合が全国調査

と比べて多い。（加算が採れている薬局の割合が少ない）

【令和元年度】

後発医薬品体制加算を取得していない薬局に対しての追加調査

→ 次の原因を確認

① 変更不可の処方箋が多い

② 一般名処方箋の頻度が低い

③ 後発医薬品の調剤を断った患者への再度の働きかけが困難

京都府医師会・京都府薬剤師等の関係団体と連携した後発医薬品使用環境の再整
備と薬局薬剤師による近隣医療機関と協働した積極的な患者への働きかけが必要
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【令和２～４年度】
後発医薬品への変更調剤の推進アンケート調査（テープ剤、点眼剤、

抗アレルギー薬）
→ 後発医薬品の使用を促進するためには、剤的付加価値の工夫が
求められることが示唆された。
また、後発医薬品の服用経験が無い患者は、後発医薬品への変

更の拒否との関連性において統計学的に有意差が認められた。

【令和５年度】
来年度から数量ベースから金額ベースでの目標値設定
また、新たにバイオシミラーの目標値も設定されることから、それ

を踏まえて課題に係る調査を実施
→ 令和６年度以降、課題を踏まえて啓発等を実施

４ 来年度以降の取り組み
厚生労働省は、令和５年度末までの目標達成状況を踏まえて新たに

令和６年度以降の次の目標設定を検討中（詳細は次頁）であり、当府
はその目標設定を踏まえて来年度以降も取組みを継続予定。
① 金額ベース等での観点での見直し
② バイオ後続品 80％以上置き換わった成分数が全体の60％以上



出典：厚生労働省「第四期医療費適正化基本方針について」 9


